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第1　平成28年度大阪府まちづくり促進事業報告書

1　概　　　　　況

（１） 総括事項

ア　南大阪湾岸地区（りんくうタウン）産業用地（売却）　 4件　　57,638.38㎡
（定期借地事業者に対する売却　4件　　57,638.38㎡）

イ　阪南丘陵地区（阪南スカイタウン）住宅用地（現物出資の返還）　2件　639.32㎡
（賃借人に対する売却　2件　639.32㎡）

　まちづくり促進事業会計は、阪南臨海地区、南大阪湾岸地区及び阪南丘陵地区の産業用地に定期借

地方式を本格導入するにあたり、平成１５年４月１日に設置したものであり、 平成２４年４月１日から、阪南

丘陵地区の住宅用地についても、対象としました。

　なお、まちづくり促進事業は、平成１５年度から地方公営企業法（昭和27年法律第292号）の一部（財務

規定等）適用事業として、事業経営にあたっては、地方公営企業の基本原則にのっとり、常に企業の経

済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよう鋭意努力してまいりました。



（２） 議　会　議　決　事　項

　　　当年度における議会の議決及び報告事項は、次のとおりです。

議案・報告
番　　　　号

提出年月日 議決等年月日 件　　　　　　　　　　　名 摘　　　　　　　　　要

平成 平成

第４３号報告 ２８．１０．２５ ２８．１２．　９
平成２７年度大阪府まちづくり促進
事業会計決算報告の件

第１８号議案 ２９．　２．２４ ２９．　３．２４
平成２９年度大阪府まちづくり促進
事業会計予算の件

第３２号議案 ２９．　２．２４ ２９．　３．２４
平成２８年度大阪府まちづくり促進
事業会計補正予算（第１号）の件

（３） 行政官庁許認可事項

　　　該当事項なし



（４） 職員に関する事項（平成29年３月31日現在）

　　　まちづくり促進事業所属職員は3人で、人員構成は次のとおりです。

前年度末人員 当年度中増減 当年度末人員

　　　　　　　　　　人 　　　　　　　　　　人 　　　　　　　　　　人

3 0 3

技　　　術 0 0 0

3 0 3

区　　　　　　分

事　　　務

計

職　　　　員



2　業　　　　　務

（１） 貸　付　料　収　入　の　状　況

当年度における貸付料収入の状況は、次のとおりです。

前年度末
現　　  在

当   年   度
貸   付   分

当   年   度
契約解約分

当年度末
現　　  在

㎡ ㎡ ㎡ ㎡

248,697.32 0.00 0.00 248,697.32

569,969.06 0.00 57,638.38 512,330.68

阪 南 丘 陵 地 区 産 業 用 地 71,155.93 0.00 0.00 71,155.93

（阪南スカイタウン） 住 宅 用 地 6,280.28 0.00 639.32 5,640.96

896,102.59 0.00 58,277.70 837,824.89

事　業　地　区

合　　　　　計

南大阪湾岸地区（りんくうタウン）

（注1）阪南臨海地区及び南大阪湾岸地区は産業用地である。
（注2）南大阪湾岸地区の貸付面積及び貸付件数の「当年度契約解約分」は、定期借地事業者に対す
　　　　る土地売却に伴う契約終了分である。
（注3）阪南丘陵地区住宅用地の貸付面積及び貸付件数の「当年度契約解約分」は、賃借人に対する
        土地売却に伴う契約終了分である。

貸 付 面 積

阪 南 臨 海 地 区 （ 二 色 の 浜 ）



前年度末
現      在

当年度
貸付分

当   年   度
契約解約分

当年度末
現　　  在

件 件 件 件 円

3 0 0 3 337,490,148

50 0 4 46 1,662,631,730

20 0 0 20 73,196,356

27 0 2 25 7,471,700

100 0 6 94 2,080,789,934

備　考貸付料収入額
貸 付 件 数



（２） 一般会計からの現物出資（土地）の状況

　　当年度における一般会計からの現物出資（土地）の状況は、次のとおりです。

面積 金額 面積 金額

㎡ 円 ㎡ 円

43,581.36 9,774,706,179 0.00 0

阪 南 丘 陵 地 区 産 業 用 地 13,104.49 339,310,486 0.00 0

（阪南スカイタウン） 住 宅 用 地 6,280.28 276,044,021 0.00 0

62,966.13 10,390,060,686 0.00 0

（注1）南大阪湾岸地区は産業用地である。
（注2）阪南丘陵地区住宅用地の現物出資返還は、賃借人に対する土地売却に伴う一般会計への
        返還である。

南大阪湾岸地区（りんくうタウン）

合　　　計

事　業　地　区
前年度末現在 当年度現物出資



面積 金額 面積 金額

㎡ 円 ㎡ 円

0.00 0 43,581.36 9,774,706,179

0.00 0 13,104.49 339,310,486

639.32 27,395,037 5,640.96 248,648,984

639.32 27,395,037 62,326.81 10,362,665,649

当年度末現在
備　考

当年度現物出資返還



3　会　　　　　計

（１） 企業債及び一時借入金の概況

　　　当年度における企業債及び一時借入金の概況は、次のとおりです。

①企業債の概況

発 　行 　額 償　　還　　額
円 円 円

大 阪 府 公 債 110,890,000,000 35,215,000,000 36,308,000,000

計 110,890,000,000 35,215,000,000 36,308,000,000

②一時借入金の概況

　　　　該当事項なし

当　　　年　　　度
種　　　　　　類 年度当初未償還額



円

109,797,000,000 まちづくり促進事業資金

109,797,000,000

備　　　　　考年度末未償 還額



第２　平成28年度大阪府まちづくり促進事業決算報告書

１　収益的収入及び支出

（１） 収　　　　入

円 円 円 円

第１款

まちづくり促進事業収益 4,074,968,000 555,325,000 0 4,630,293,000

第１項

営業収益 4,072,688,000 557,575,000 0 4,630,263,000

第２項

営業外収益 2,280,000 △ 2,250,000 0 30,000

区　　　　　分
地方公営企 業法
第24条第３項の規
定による支出額に
係 る 財 源 充 当 額

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 合　　　　計



円 円

4,647,568,768 17,275,768

4,630,284,471 21,471

17,284,297 17,254,297

予算額に比べ
決算額の増減

決　　算　　額 備　　　　　考



（２） 支　　　　出

円 円 円 円 円 円

第１款

まちづくり促進事業費用 3,442,179,000 809,601,000 0 0 0 4,251,780,000

第１項

営業費用 3,078,771,000 829,533,000 0 0 0 3,908,304,000

第２項

営業外費用 362,408,000 △ 19,932,000 0 0 0 342,476,000

第３項

予備費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000

区　　　　　分
地方公営企
業法第24条
第 ３ 項 の 規
定 に よ る
支 出 額

当初予算額 補正予算額
予 備 費
支 出 額

流 用
増 減 額

小　　　計

予　　　　　　　算　　　　　　　額



円 円 円 円 円

0 4,251,780,000 4,220,609,901 0 31,170,099

0 3,908,304,000 3,902,002,624 0 6,301,376

0 342,476,000 318,607,277 0 23,868,723

0 1,000,000 0 0 1,000,000

備　　考

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の 規
定 に よ る
繰 越 額

不用額
地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の 規
定 に よ る
繰 越 額

合　　　計

予　　　　　　　算　　　　　　　額

決算額



２　資本的収入及び支出

（１） 収　　　　入

円 円 円 円 円

第１款

まちづくり促進事業 36,078,000,000 △ 863,000,000 35,215,000,000 0 0

資本的収入

第１項

企 　業 　債 36,078,000,000 △ 863,000,000 35,215,000,000 0 0

区　　　　　分

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小       計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係る
財 源 充 当 額

継 続 費 逓
次 繰 越 額
に 係 る 財
源 充 当 額



円 円 円

35,215,000,000 35,215,000,000 0

35,215,000,000 35,215,000,000 0

備　　　　　考
予算額に比べ
決算額の増減

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

合　　　　計
決　　算　　額



（２） 支　　　　出

円 円 円 円 円 円 円

第１款

まちづくり促進事業

資本的支出

第１項

企業債償還金 36,308,000,000 0 0 36,308,000,000 0 0 36,308,000,000

資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,093,000,000円は、過年度分損益勘定留保資金で補てんした。

継続費
逓 次
繰越額

36,308,000,000 0

補正予算額 小　　　　計 合　　　　計

36,308,000,000 0 0 0 36,308,000,000

区　　　分 流 用
増減額

地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

予　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　額

当初予算額



円 円 円 円 円

36,308,000,000 0 0 0 0

継続費
逓 次
繰越額

000

合　　　　計

0

備　　　　　考不　　用　　額

36,308,000,000

決　　算　　額 地方公営企業法
第26条の規定に
よ る 繰 越 額

翌　年　度　繰　越　額



第３　平成28年度大阪府まちづくり促進事業損益計算書
　　　　　　　　　　　　　（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

（単位：円）

1

（1） 2,085,618,605

（2） 2,544,665,866 4,630,284,471

2

（1） 3,344,378,285

（2） 557,624,339 3,902,002,624

728,281,847

3

（1） 67,009

（2） 17,217,288 17,284,297

4

（1） 316,681,117

（2） 1,926,160 318,607,277 △ 301,322,980

426,958,867

426,958,867

6,675,481,725

6,248,522,858

土 地 貸 付 収 益

受 取 利 息

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

土 地 売 却 収 益

土 地 売 却 原 価

一 般 管 理 費

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 欠 損 金

雑 収 益

経 常 利 益

繰 延 勘 定 償 却

支払利息及び企業債取扱諸費

営 業 外 費 用





第４　平成28年度大阪府まちづくり促進事業欠損金計算書
　　　　　　　　　　　　（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

再評価
積立金

受贈財産
評 価 額

寄附金
資本剰余金

合計

前年度末残高 11,961,987,768 0 0 0 0

前年度処理額 0 0 0 0 0

議会の議決による処理額 0 0 0 0 0

条例第５条による処理額 0 0 0 0 0

11,961,987,768 0 0 0 0

当年度変動額 △ 27,395,037 0 0 0 0

出資（土地）の受入 0 0 0 0 0

出資（土地）の返還 △ 27,395,037 0 0 0 0

減債積立金の使用 0 0 0 0 0

当年度純損失 0 0 0 0 0

11,934,592,731 0 0 0 0
当年度末残高

処理後残高

欠　　　　　　　　　　　　損　　　　　　　　　　　　金

資本剰余金
資　本　金



（単位：円）

減債積立金 利益積立金 未処理欠損金 利益剰余金合計

0 2,661,239,765 △ 6,675,481,725 △ 4,014,241,960 7,947,745,808

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0
（繰越欠損金）

0 2,661,239,765 △ 6,675,481,725 △ 4,014,241,960 7,947,745,808

0 0 426,958,867 426,958,867 399,563,830

0 0 0 0 0

0 0 0 0 △ 27,395,037

0 0 0 0 0

0 0 426,958,867 426,958,867 426,958,867
（当年度未処理欠損金）

0 2,661,239,765 △ 6,248,522,858 △ 3,587,283,093 8,347,309,638

　

資本合計

欠　　　　　　　　　　　　損　　　　　　　　　　　　金

利益剰余金



第５　平成28年度大阪府まちづくり促進事業欠損金処理計算書

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処理欠損金

当年度末残高 11,934,592,731 0 △ 6,248,522,858

議会の議決による処理額 0 0 0

条例第５条による処理額 0 0 0
（繰越欠損金）

11,934,592,731 0 △ 6,248,522,858
処理後残高



第６　平成28年度大阪府まちづくり促進事業貸借対照表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年３月31日）

（単位：円）

1

(1)

ｱ 110,200,954,909

110,200,954,909

(2)

ｱ 72,372,128

△ 72,372,128

0

110,200,954,909

2

(1) 10,144,813,335

(2) 4,912,971

10,149,726,306

120,350,681,215

3

(1)

ｱ 108,477,000,000

108,477,000,000

(2)

ｱ 28,666,758

28,666,758

108,505,666,758

引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債 合 計

資  　産 　 の　  部

負  　債 　 の　  部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

現 金 預 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

未 収 金

固 定 負 債

企 業 債

土 地

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投資その他の資産 合計

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金



4

(1)

ｱ

1,320,000,000

1,320,000,000

(2) 4,442,748

(3) 14,592,660

(4)

ｱ 1,689,394

ｲ 309,922

1,999,316

(5) 2,156,670,095

3,497,704,819

112,003,371,577

5 11,934,592,731

6

(1)

ｱ 2,661,239,765

ｲ 6,248,522,858

△ 3,587,283,093

3,587,283,093

8,347,309,638

120,350,681,215

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金

流 動 負 債 合 計

未 払 費 用

引 当 金 合 計

欠 損 金 合 計

資 本 金

利 益 積 立 金

欠 損 金

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

資  　本 　 の　  部

未 払 金

法 定 福 利 費 引 当 金

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

賞 与 引 当 金

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計



第７　平成28年度大阪府まちづくり促進事業キャッシュ・フロー計算書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成28年4月1日から平成29年3月31日まで）

（単位：円）
1 　業務活動によるキャッシュ・フロー

市町村交付金支出

人件費支出

その他の事業支出

営業収入

預り保証金の増減額

小計

利息の受取額

利息及び企業債取扱諸費の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額

資金期首残高

資金期末残高

△ 518,429,300

△ 29,098,182

△ 10,551,757

4,623,127,400

△ 148,554,672

3,916,493,489

10,144,813,335

0

35,215,000,000

△ 36,308,000,000

△ 1,093,000,000

2,496,240,437

7,648,572,898

67,009

△ 327,320,061

3,589,240,437



第８　注記

1　重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）引当金の計上方法
ア　貸倒引当金
　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
　している。
イ　退職給付引当金
　　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額
　を計上している。
ウ　賞与引当金
　　職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年
　度の負担に属する金額を計上している。
エ　法定福利費引当金
　　職員の法定福利費の支出に備えるため、当年度末の支出見込額に基づき、当年度の負担に属
　する金額を計上している。

（2）その他
ア　消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

2　キャッシュ・フロー計算書に関する注記
（1）重要な非資金取引の内容
ア　現物出資の受入及び返還による資産の減少
　　当年度に新たに計上した一般会計への現物出資の返還に係る資産及び資本金の減少額は、
　それぞれ27,395,037円である。

3　貸借対照表に関する注記
　　該当事項なし。

4　セグメント情報に関する注記
　　該当事項なし。

5　減損損失に関する注記
　　該当事項なし。

6　リース契約により使用する固定資産に関する注記
　　該当事項なし。

7　重要な後発事象に関する注記
　　該当事項なし。

8　その他の注記
　　該当事項なし。



第９　附属明細書

１　収益費用明細書

（1） 収益明細書

款 項 目 節 金　　　　　額 備　考
円

まちづくり促進事業収益 4,647,568,768

営 業 収 益 4,630,284,471

土地貸付収益 2,085,618,605

阪南臨海地区 337,490,148

南大阪湾岸地区 1,662,631,730

阪南丘陵地区 85,496,727

土地売却収益 2,544,665,866

南大阪湾岸地区 2,544,665,866

営業外収益 17,284,297

受 取 利 息 67,009

受 取 利 息 67,009

雑 収 益 17,217,288

貸倒引当金戻入益 300,000

退職給付引当金戻入益 16,897,488

雑 収 益 19,800

（2）費用明細書

款 項 目 節 金　　　　　額 備　考
円

まちづくり促進事業費用 4,220,609,901

営 業 費 用 3,902,002,624

土地売却原価 3,344,378,285

南大阪湾岸地区 3,344,378,285

一般管理費 557,624,339

一般管理費 557,624,339

営業外費用 318,607,277
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 316,681,117

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 316,681,117

繰延勘定償却 1,926,160

繰延勘定償却 1,926,160



円 円 円 円

13,205,827,692 0 0 13,205,827,692

97,006,549,282 0 3,344,378,285 93,662,170,997

阪 南 丘 陵
地 区

産業用地 3,084,307,236 0 0 3,084,307,236

（阪南スカイタウン） 住宅用地 276,044,021 0 27,395,037 248,648,984

113,572,728,231 0 3,371,773,322 110,200,954,909

阪 南 臨 海 地 区
（ 二 色 の 浜 ）

南 大 阪 湾 岸 地 区
（ り ん く う タ ウ ン ）

（注1）阪南臨海地区及び南大阪湾岸地区は産業用地である。

（注2）(参考)取得価額は、平成23年度末に廃止した大阪府地域整備事業会計からの移管額及び
　一般会計からの出資額である。また、(参考）評価額は、平成28年１月１日現在の相続税路線価等
　を基準に算出した場合の評価額であり、（参考）取得価額との差額は41,841,827,871円である。

２　固定資産明細書

（1） 有形固定資産

年度当初現 在高 当年度増加額

計

土
地

当年度減少額
年 度 末
現 在 高

資 産 の 種 類



年度当初
現 在 高

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

累 計 取得価額 評価額

円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 13,205,827,692 13,205,827,692 7,518,209,613

0 0 0 0 93,662,170,997 98,047,731,523 63,402,008,281

0 0 0 0 3,084,307,236 3,798,662,438 2,298,014,110

0 0 0 0 248,648,984 248,648,984 240,810,762

0 0 0 0 110,200,954,909 115,300,870,637 73,459,042,766

年 度 末 償 却
未 済 高

（参　　考）減　価　償　却　累　計　額
備　　　考



３　企業債明細書

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
円 円 円

第 80 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H24 ． １ ． 30 9,000,000,000 9,000,000,000 9,000,000,000

第 81 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H24 ． ２ ． 28 20,000,000,000 20,000,000,000 20,000,000,000

第 82 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H24 ． ３ ． 29 7,308,000,000 7,308,000,000 7,308,000,000

第 92 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H25 ． ３ ． 28 1,320,000,000 0 0

第 102 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H26 ． １ ． 30 19,659,000,000 0 0

第 103 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H26 ． ２ ． 27 18,620,000,000 0 0

第 114 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H27 ． １ ． 29 12,347,000,000 0 0

第 115 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H27 ． ２ ． 26 17,595,000,000 0 0

第 127 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H28 ． ２ ． 26 5,041,000,000 0 0

第 135 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H28 ． 12 ． 27 18,951,000,000 0 0

第 136 回 大 阪 府
公 募 公 債 ( ５ 年 )

H29 ． ２ ． 27 16,264,000,000 0 0

合　　　計 146,105,000,000 36,308,000,000 36,308,000,000

種　　類 発行年月日 発 行 総 額
償　　還　　高



円 円 ％

0 8,999,100,000 0.37 H29 ． １ ． 30

0 19,992,000,000 0.30 H29 ． ２ ． 28

0 7,307,269,200 0.33 H29 ． ３ ． 29

1,320,000,000 1,320,000,000 0.14 H30 ． ３ ． 28

19,659,000,000 19,659,000,000 0.223 H31 ． １ ． 30

18,620,000,000 18,620,000,000 0.184 H31 ． ２ ． 27

12,347,000,000 12,347,000,000 0.075 H32 ． １ ． 29

17,595,000,000 17,595,000,000 0.173 H32 ． ２ ． 26

5,041,000,000 5,041,000,000 0.001 H33 ． ２ ． 26

18,951,000,000 18,951,000,000 0.001 H33 ． 12 ． 27

16,264,000,000 16,264,000,000 0.001 H34 ． ２ ． 25

109,797,000,000 146,095,369,200

利率 償還終期 備　　考未 償 還 残 高 発 行 価 額
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